
－ 56－



－ 57－

付属資料２



－ 58－



－ 59－

付属資料２



－ 60－



－ 61－

付属資料２



－ 62－



－ 63－

付属資料２



－
64

－



－
65

－

付
属
資
料
２



－
66

－



－ 67－

付属資料２



－
68

－



－ 69－

付属資料２



－ 70－



－ 71－

付属資料２



－ 72－



－ 73－

付属資料２



－ 74－



 1

エチオピア国「オロミア州半乾燥地域における持続的自然資源管理推進プロジェクト」 
詳細計画策定調査 面談記録 

 

面談記録 1 

日時 2012 年 10 月 24 日（水）10.00～11.40 
場所 GIZ Sustainable Land Management Programme 事務所 

面談相手 GIZ Sustainable Land Management Programme スタッフ 

出席者 訪問先  Mr Hailemariam Tifera, Regional Manager 
 Mr Aderie Adugna, PM&E Senior Advisor 
 Mr Samson Sisay, Technical team leader 
 Mr Alemayehu Migusssie, Sustainable forest Advisor 
 Mr Desta Beyera, GCCA-E Advisor 

調査団側  佐宗企画調査員（JICA エチオピア事務所） 
 福山（コンサルタント） 

その他 － 
入手資料  SLMP presentation document (in CD-ROM) 

 Community-based participatory watershed development guideline (in 
CD-ROM) 

協議内容 
 
協議に先立ち、佐宗氏から今回の訪問の目的等について説明が行われた。また先方からは、パワー

ポイントスライドに基づいて、プログラムの内容の説明があった。その後行われた質疑応答の要点は

以下のとおり。 
 
 技術普及は、郡（Woreda／District）にあるトレーニングセンターを活用して実施しており、その手

法は、基本的に、Community-based participatory watershed development guideline（ソフトコピー

にて入手済み）に基づいている。 
 県（Zone）レベルに、プログラム管理の仕組み（Steering committee、Technical committee）がない

のは、その役割を上位レベルである州（Region）において管理しているため。これは、県には議会

が存在しないことと関連している。 
 「オロミア州半乾燥地域における持続的自然資源管理推進プロジェクト」（本プロジェクト）に関連

する BoA を除く機関は、土地管理・環境保護局（ Bureau of Land Administration and 
Environmental Protection）及び協同組合推進庁（Cooperative Promotion Agency）の 2 つと思われ

る。 
 共有地の取扱いについては、SLMP では統合的なアプローチを取らない限りは、その効果は限

定的なものとなるという考えに基づいて、活動を支援している。本プロジェクトでは、大規模な土木

工事が必要なガリー侵食対策等は採らないことになっているが、地域住民と協議して土壌浸食に

対する方策を検討することは可能ではないか。 
 本プロジェクトに参考となる SLMP のサイトとしては、Gibi や Woleso が推奨される。 
 

 
 
面談記録 2 

日時 2012 年 10 月 24 日（水）14.00～15.30 
場所 オロミア州農業局事務所 

面談相手 天然資源部 

出席者 訪問先  Mr Bekele Kefualeu, Senior expert in natural resource, Natural Resource 
Department 
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調査団側  佐宗企画調査員（JICA エチオピア事務所） 
 福山（コンサルタント） 

その他 － 
入手資料  Natural resources protection and management（2 頁の資料） 

協議内容 
 
協議に先立ち、佐宗氏から今回の訪問の目的等について説明が行われた。その後行われた質疑応

答の要点は以下のとおり。 
 
 同部における Expert は、林業、水土保全、流域開発、生物多様性、M&E、セーフティネット等の

分野について 12 名程度が在籍。 
 セーフティネット部門は、労働への対価として食糧や現金を配分している（Food/ cash for work）。
 州レベルでの天然資源管理に係る戦略・政策は、ボトムアップで策定されたものであるため、連

邦政府によるものとほぼ同じである。 
 本プロジェクトに関連する機関としては、Oromia Forestry and Wildlife Enterprise がある。同団体

は営利団体で、森林優先地域（天然林含む）において、コンセッションにて林業活動を行ってい

る。一方、州農業局天然資源部はコンセッション以外の地域での林業開発を担当している。ま

た、土地管理・環境保護局は、土地所有／使用（？）権（Land Certification）の取扱い、公害、主

に企業活動に対する環境影響評価等が主な任務である。 
 州農業局の通常業務（政府予算での業務）については、水土保全に係る資機材提供、林業開

発、種子や苗木（林木、果樹、飼料）の配布、関連業務のモニタリング・評価等が挙げられる。 
 林業開発については、苗畑作業の支援、劣化地域の囲い込み（closure）、種子の提供が主な役

割。郡レベルには、政府管理の苗畑が 1～2 箇所存在する。 
 地域住民のニーズに関して、乾燥地域では、薪炭材、建築用材、省エネ機材（改良かまど、バイ

オガス）、早生樹種の植林、バイオ燃料用植物（ジャトロファ）が挙げられる。植林に関しては、一

般的に地域住民はその重要性を理解しているため、推進に当って特に困難が生じるとは思わな

い。 
 SLMP の進捗に関して、Bekele 氏は以前同プログラムの Focal person だったこともあり、内容につ

き良く理解しており、高い評価をしている。人材、予算、ロジスティックといったキャパシティを備え

ていることから、成功するのが当然と言えば当然でもある。 
 Watershed Management Program については、「一つの Kebele で、最低でも一つの Watershed の

管理を行う」、という方針で、昨年度から本格的に開始されている。基本的には、農閑期になる 12
月ぐらいから 30-40 日間の People Mobilization（動員）で実施している。（テラス造成、石積み等）
 

 

 

 
面談記録 3 

日時 2012 年 10 月 24 日（水）18.30～17.30 
場所 市中 

面談相手 JICA 専門家 

出席者 訪問先  中村専門家、小規模農民のための優良種子振興プロジェクト（QSPP） 
 松見専門家、本プロジェクト実証調査 

調査団側  佐宗企画調査員（JICA エチオピア事務所） 
 福山（コンサルタント） 

その他 － 
入手資料  QSPP の概略を示したペーパー 

 Seed Farmers School（SFS）に関するリーフレット 
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協議内容 
 
本プロジェクトと「小規模農民のための優良種子振興プロジェクト」との連携について、以下の意見交

換が行われた。 
 
 これまで、FFS について、基本的に「ケニア社会林業計画」⇒「ベレテ･ゲラ参加型森林管理計

画」⇒「小規模農民のための優良種子振興プロジェクト（QSPP）」⇒「本プロジェクト実証調査」とい

う流れで、技術の移転が行われてきている。内容は、テキストや普及資材（フリップチャート）の共

有、相互訪問などであり、ケニアからマスタートレーナーを共同（「QSPP」及び「実証調査」）で招

聘したこともある。 
 今後の連携については、国連機関（特に FAO）に働きかけ、「本プロジェクト」、「QSPP」、「コーヒ

ープロジェクト（ベレテ･ゲラ参加型森林管理計画の後継）」の 3 つのプロジェクトと共同でワークシ

ョップ（及び相互訪問）等を企画し、FFS のエチオピアでの政策に反映することも可能なのでは。 
 郡レベルにある FTC（普及センター）を FFS に活用することも検討の価値あり。 

 
 
 
面談記録 4 

日時 2012 年 10 月 25 日（木）09.15～11.15 
場所 農業・農村開発省 

面談相手 SLMP 管理ユニット 

出席者 訪問先  Mr Hailu Hundie, Watershed specialist, MoA-PCU (Programme Co- 
ordinating Unit) 

調査団側  佐宗企画調査員（JICA エチオピア事務所） 
 福山（コンサルタント） 

その他 － 
入手資料  Ministry of Agriculture and Rural Development (2010). Ethiopian strategic 

investment framework for sustainable land management. Ministry of 
Agriculture and Rural Development, Addis Ababa. 

協議内容 
 
協議に先立ち、佐宗氏から今回の訪問の目的等について説明が行われた。その後行われた質疑応

答の要点は以下のとおり。 
 
 「Ethiopian strategic investment framework for sustainable land management」は、国家レベルの開

発計画である GTP（Growth Transformation Plan）に基づいて策定された土地管理に関する最も

基本的なフレームワークであり、いわゆる国家レベルの戦略・政策とみなされている。なお、天然

資源管理に関する上記のフレームワークのようなものは、恐らく存在しない。 
 SLMP はこのフレームワークに基づき、2008 年から 15 年計画で実施されるものであり、現在第 1

フェーズ（2008～2013年）が実施中。因みにフェーズ 2は、フェーズ 1の成果の評価によりその実

施が決定されるとフレームワークに記載されているが、先日の評価結果は良いものだったので、

問題なく第 2 フェーズの実施が行われる模様。 
 SLMP の対象となっているのは、ある程度食糧安全保障が満たされた地域であり、全国 177 の対

象流域のうち、現在 90 流域がカバーされている（WB,GIZ,EU,CIDA,ノルウェー資金等）が、残り

87 流域はまだカバーされていない）。 
 連邦政府の SLMPに対する役割の一つは、州及び郡レベルのファシリテーターを対象としたToT

である。 
 州ごとの土地管理（或いは天然資源管理）に関する戦略・政策は存在する。特に、オロミア州に

ついては、Hailu 氏がその策定に関わっていることから、その存在を断言できるが、今後の BoA と

の協議で確認することが必要。なお、郡レベルについては、恐らく存在しない。 
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 課題としては、経理上の手続きの問題によりタイムリーに予算が確保できないこと、州レベルのス

テアリング・コミッティのメンバーがその役割を果たさないこと、また Program Implementation 
Manual(PIM)に基づいた実施面が弱い（ルーズ？）などが挙げられる。因みに、連邦政府から地

方政府のレベルまでステアリング・コミッティが形成され、予算の使途については厳しく管理されて

いるため、活動に関連する汚職は殆ど無いと言える。 
 本プロジェクトに対する提言として、その内容が上記フレームワークと整合性が取れたものとなる

ことが重要。 
 

 
 
面談記録 5 

日時 2012 年 10 月 25 日（木）11.20～12.00 
場所 国際家畜研究機関（ILRI） 

面談相手 International Water Management Institute (IWMI) 

出席者 訪問先  Dr Mulugata Lemenih, Post-doctorial Fellow, Agro Ecosystem Specialist, 
International Water Management Institute (IWMI) 

調査団側  佐宗企画調査員（JICA エチオピア事務所） 
 福山（コンサルタント） 

その他 － 
入手資料 － 

協議内容 
 
協議に先立ち、佐宗氏から今回の訪問の目的等について説明が行われた。その後行われた質疑応

答の要点は以下のとおり。 
 
 地域住民のニーズとしては、一般的に水資源の確保と家畜飼育が大きなものとなっている。対策

としては、土壌劣化地域における飼料木の栽培（土地を囲い込む必要あり）がエントリーポイントと

して提案される。木本の植栽により水資源の確保が期待される一方、Cut and carry 方式による飼

料の収穫により家畜飼育が推進される。なお、飼料木として有望なのは、マメ科の多目的樹種

Faidharbia albida である（ニジェールで成功例あり）。 
 本プロジェクトの対象予定地は市場へのアクセスも比較的良いため、野菜栽培も有力な収入向

上活動の一つとなり得る。 
 また、上記の飼料木植栽地域での養蜂も検討の価値がある。 

 
 
 
面談記録 6 

日時 2012 年 10 月 25 日（木）15.20～17.00 
場所 世界食糧機関（WFP） 

面談相手 Managing Environmental Resources to Enable Transition to More Sustainable 
Livelihoods（MERET）プログラム 

出席者 訪問先  Mr Hakan Tongul, Head, Disaster Risk Management Section/ Programme 
 Mr Messele Gebregziabhet, Staff, Technical Section, MERET, WFP 

調査団側  佐宗企画調査員（JICA エチオピア事務所） 
 福山（コンサルタント） 

その他 － 
入手資料  WFP Ethiopia (2012). MERET Livelihoods impact evaluation: Executive 

summary (Draft). WFP Ethiopia, Addis Ababa.（先日のセミナーにて入手）
 Nedessa, B., Seyoum L. and Chadhokar, P.A. (Eds) (2011). Proceedings of 
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Government-Donor Consultative Meeting. MERET Project Coordination 
Office, Ministry of Agriculture, Addis Ababa. （先日のセミナーにて入手）

 オロミア州におけるMERETプログラムに関するプレゼン資料（後日メール

にて入手予定） 
協議内容 

 
協議に先立ち、佐宗氏から今回の訪問の目的等について説明が行われた。その後行われた質疑応

答の要点は以下のとおり。 
 
 MERET は、その名称（以前は Food for Work）、フェーズ、内容を変えながらも約 25 年間実施さ

れているプロジェクト（実質的にはプログラム）である。MARET という名称になったのは、2003 年

からである。（アプローチとしては、初期の「Relief」から、「Land Rehabilitation(Food For Work)」、
そして現在は、「Community Based Wastershed Management」と変遷してきた。 

 その対象は、Food Insecuredな地域で、最も劣化した流域であり、SLMPと大きく異なる点である。

国全体では約500の流域（その面積により統合されることがあり、各機関によりその数が異なる）が

あり、そのうち約 90 が対象となっている。75 流域において活動を支援しているが、残りの 15 につ

いては、支援するための資源が不足していることから支援に至っていない。オロミア州での対象

流域は、東部（East Harerge,West Harerge Zone）及びリフトバレー地域に限られており、全部で 4
つのゾーンにまたがっている。対象世帯数は約 50,000。 

 支援のアプローチとしては、ボトムアップ、統合的（環境と生計向上）、コミュニティベース参加型

流域開発／管理等が挙げられる。また、地域住民に相応の負担を求めることも重要と考えてい

る。実際には、次に述べるコンポーネントへの参加により食糧を配布するというやり方である。 
 コンポーネントは、水土保全、再造林、小規模貯水、収入向上活動等多岐に亘る。実績として、

荒廃地が緑化されたことなど物理的な改善が多くみられるが、最も顕著なのは、これまで年間 4、
5 ヵ月間食糧が欠如していた世帯の多くが、2、3 ヶ月の欠如へと事情が好転しつつあることであ

る。 
 課題としては、情報データベースが十分に機能していないこと、資源が限られていること、インパ

クト評価が行われていないこと、スタッフの離職である。 
 地域住民が実施した作業が適切かどうか評価するための基準と指標はガイドラインに明記されて

いるため、現場で対応する郡レベルの農業局職員、また DA（普及員）が混乱することはない。 
 支援を引き上げる対象地域を判断するための基準と指標も最近になってガイドラインに盛り込ま

れた。この基準と指標を適用すれば、現在の対象地域の約 3 割が撤退の対象となる見込み。 
 技術普及の手法については、経験を共有すること重視しており、対象地域間での相互訪問、また

農民から農民への技術移転も行っている。 
 その他生計向上対策としては、活動に参加する住民の子供達のためのデイケアセンターが挙げ

られる。このセンターの建設は、住民達が資金を出し合って行われた。運営に関する若干の費用

を WFP が負担している。 
 このプログラムからパートナーである農業省及び州農業局等への手当て等の支給は一切ない。

ただし、関係機関のスタッフの高等教育に係る費用を一部負担するシステムはある。 
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